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1.はじめに 
日本のホームスパンは、大正中期に政府が農村の副業と
して緬羊飼育を奨励したことにより普及した。羊毛加工
講習会が各地で開催され、羊毛加工技術の冊子『羊毛家
庭紡織法』1)が配布されるなど、ホームスパンは、農林省
の技術指導のもと全国的に広がった。1935 年（昭和 10）
頃まで各地で生産されていたようであるが、戦時下で羊
毛が軍需統制品になると、ホームスパン事業が行き詰ま
るようになった。当時の様相を窺い知る次のような新聞
社特派員の視察（飛騨地方）記事がある。 
「農村工業のホームスパンは、これまで毛織物のス・フ
混用令の適用から除外されてゐたゝめ、本邦内における
唯一の純毛織物として、その將來への發展については、
羨望の眼を以て見られてゐた。（中略）しかるに東京へ歸
つて暫くすると毛絲、毛織物のス・フ混用令が改正され、
ホームスパンにも今後二割以上のス・フその他の繊維を
混織せねばならない。（中略）その上ス・フの配給を如何
にして受けるかという事が、之また重大問題だ。」2) 
ス・フ（ステープル・ファイバー）は、化学繊維のフィ
ラメントを短く切ったものであるが、品質の劣る織物が、
ホームスパンの名で市場に出まわった時代でもあった。 
敗戦後は、極端な衣料品不足に起因して一時的に生産が
盛んになったが、繊維事情が回復してくると全国各地の
ホームスパン産業が衰退、消滅していった。 
そのような中、岩手県のホームスパンは、敗戦後の復興
とともに地場産業にまで発展し、国内唯一の産地を形成
したことが知られている。繊維部門をもつ公設試験研究
機関が、地元の伝統的な織物産業を紹介した『日本織物
風土記』3)をみると、ホームスパン産業を継承しているの
は、岩手県のみであることが確認できる。ちなみに毛織
物産地で名高い愛知県尾張地方は、明治期から毛織物を
生産しているが、手紡ぎ糸によるざっくりした風合いの
ホームスパンは生産していない。 
岩手県のみにホームスパン産業が残ったことは興味深
いが、その事由について他の道府県との違いに注目する
と、公設試験研究機関によるホームスパン業界への継続
的な支援や、柳宗悦が興した民芸運動をホームスパンで
実践した指導者 4)の存在があったと考えられる。本研究で
は、ホームスパン産業に関わる県の支援事業に焦点をあ
て、岩手県工業技術センターや岩手県立図書館等の所蔵
資料を基に、ホームスパン産業が岩手県に根付いた歴史
を考証する。 
 
2．公設試験研究機関の繊維部門の変遷 
 公設試験研究機関は、地元の産業振興に寄与すること
を目的とし、試験研究や技術指導、人材育成、情報提供、
設備貸付等の種々の事業を行っている。岩手県において
は、ホームスパンや織物、ニット、アパレル縫製、クリ
ーニング、染色等の繊維業界に対し、歴史的に岩手県工
業技術センターが、その役割を担ってきた。表 1 は、岩
手県工業技術センターの沿革 5)、繊維部門の変化に関わる
記述 6),7)等により作成した繊維部門の変遷を示している。 
 1876 年（明治 9）、勧業場に設置された「機業所」が、
記録上の繊維部門の始まりといえる。25 年間続いた機業
所では、伝習生を採用し各種織物の指導や製作が行われ
たようである。1901 年（明治 34）、生徒の育成を主目的
とする「染織講習所」に改称、1915 年（大正 4）、試験
研究を主目的とする「染織試験場」に改称され、重点を
おく事業が、人材育成から試験研究に移行したことが認
められる。1942 年（昭和 17）に「染織部」が廃止された
が、これは戦争の影響によるものである。県は、明治期
における「機業所」設置から、戦時下における「染織部」
廃止までの 66 年間、繊維業界を支え、技術指導してきた。
戦前における繊維産業は、県の重要な産業であったこと
が確認できる。 
1948 年（昭和 23）、敗戦後の繊維業界の復興に寄与す
るため旧染織部が「繊維工業部」に改称され「岩手県工
業所」に再建された。1968 年（昭和 43）、工業指導所は、
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「岩手県工業試験場」に改称されて新庁舎へ移転し、施
設が拡充された。「繊維工業部」は、新庁舎においても
繊維業界の専門部門として存続し、再建以来 28 年にわた
って支援事業を継続した。 
しかし、1976 年（昭和 51）、「繊維工業部」と「産業
意匠部」が統合され「特産工業部」になり、繊維部門が
事実上縮小された。1994 年（平成 6）に「岩手県工業技
術センター」として新庁舎に移転したときは、「特産工
業部」と「木材工業部」が統合され、「木工特産部」と
なった。この統合は、繊維部門の業務縮小が更に進んだ
ことを示している。 
2001 年（平成 13）に繊維の専門研究員が不在となり、
試験研究が終了した。このことは、産業振興を目的とす
る支援事業の対象から繊維業界がほぼ除外されたことを
意味する。これ以降、工業技術センターは、既存設備の
ホームスパン仕上げ加工機械の貸付業務のみとなった。
しかし、2014 年（平成 24）、ホームスパン仕上げ加工機
械が故障し使用不可になると繊維に係る既存設備の貸付
業務も終了した。 
 以上より、公設試験研究機関の繊維部門は、表 2 に示
す①～④の時代の区切りで、大きな変革を迎えたことが
認められる。ホームスパン産業は、繊維部門と関わるた
め、表 2 に示す時代区分でホームスパンの支援事業を考
証する。 
 
3．ホームスパンの支援事業 
3.1  1876 年（明治 9）～1941 年（昭和 16） 
 公設試験研究機関が発行した現存する報告書を遡ると、
県がホームスパンに取り組んだ記録は、岩手県商工館の
『昭和三年度事業報告』8)が最初であった。シロプシャー
種とメリノ種を用いた洋服地が試験的に製織され、その
一部が陸軍特別大演習のときに献上されていた。この試
験的な取り組みが、県のホームスパン産業への関わりの
始まりと考えられる。 
翌年の『昭和四年度事業報告』9)では、資料 1 に示すよ
うに、県内の緬羊が増加していることに鑑み、農村の副
業として有望視されるホームスパンを指導、奨励する方
針が明記されていた。多量に出る屑毛を利用し、かつ商
品になり得るホームスパンを指導、奨励するための製織
が行なわれ、設計（原料、番手、密度、整経長、組織、
用途等々）が報告されていた。ホームスパンの品質や風
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資料㻝㻌 㻌 『昭和四年度事業報告』より抜粋㻌
表㻝㻌 公設試験研究機関の繊維部門の変遷㻌
年 変遷
 「岩手県勧業試験所」を創立
 勧業試験所を「勧業場」に改称
勧業場に「機業所」を設置
 機業所を「岩手県染織講習所」に改称
 染織講習所を「岩手県染織試験場」に改称
 染織試験場を「岩手県工業試験場」に改称
染織部を含めた総合的な試験場になる
 工業試験場を「岩手県商工館」に組織改変
 商工館を「岩手県工業試験場」に組織改変
 「染織部」を廃止
 工業試験場を「岩手県工業指導所」に改称
 「繊維工業部（旧染織部）」を復活
 工業指導所を「岩手県工業試験場」に改称
 繊維工業部と産業意匠部を統合し「特産工業
部」に組織改変
 工業試験場、醸造食品試験場を統合し、「岩
手県工業技術センター」を開所
特産工業部と木材工業部を統合し「木工特産
部」に組織改変
 木工特産部を「特産開発デザイン部」に改称
繊維関係の専門研究員不在
繊維に係る既存設備は特産開発デザイン部が
管理
 「特産開発デザイン部」を廃止
繊維に係る既存設備は環境技術部が管理
 繊維に係る既存設備は企画支援部が管理
繊維に係る既存設備の貸付業務終了
平成
明治
大正
昭和
表㻞㻌 繊維部門の変革㻌
① 1876（明治9）～1941（昭和16）年の66年間
　「機業所」設置にはじまり繊維業界が隆盛を極めた時代で
戦争の影響により「染織部」廃止に至るまでの時代
② 1948（昭和23）～1975（昭和50）年の28年間
　繊維業界の復興を目指し「繊維工業部」が再建され、支援
事業が盛んに行なわれた時代
③ 1976（昭和51）～2000（平成12）年の25年間
　全国的に繊維業界が不況に陥り、「繊維工業部」が他部門
と統合、縮小された時代
④ 2001（平成13）～2012（平成24）年の12年間
　繊維の専門研究員不在となり、既存設備のホームスパン仕
上げ機械の貸付業務のみとなった時代
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合いは、毛質に起因するところが大きいため、羊毛の種
別や選別は重要であるが、品質が劣る多量の屑毛をどの
ように利用するかが課題であったと推察される。製織で
は、経糸に雑種羊毛、緯糸にコリデール種が用いられて
いた。雑種羊毛についての説明はないが、屑毛を利用す
るための試験的な製織であり、雑種羊毛は、屑毛を混用
したものと考えられる。一般に織物は、強さ等の実用性
能が経糸、手触り等の風合いが緯糸で発現される。雑種
羊毛を経糸のみに用いる方法は、ホームスパンの風合い
を損なわない屑毛の利用方法であったと考えられる。 
『昭和五年度事業報告』10) では、販売数量が前年の 3
倍以上になったこと、主な販路が東京であったこと、産
業組合を組織し事業が円満に発達することを期待してい
ること、製品の規格統制を計画していること等が報告さ
れていた。県の支援事業の下、産業として発展する過程
が認められる。『昭和六年度業務報告』11)では、統一性あ
る色調を製出するため、染料十数種の配合色標本を作製
し、配布および実地指導を行ったことが報告されていた。
ホームスパンを工業製品にするため、色調をコントロー
ルする技術が求められていたことが理解できる。染色の
技術指導は、商品価値を高める上で重要であったと考え
られる。また、屑毛の発生をできるだけ抑える羊毛フリ
ースの洗浄方法に関する試験研究や、改良された紡毛機
の検証と普及、防寒衣用の厚地ホームスパンの見本製織
と指導等が行なわれていた。 
昭和 7～12 年度、昭和 14～16 年度の報告書は、見あた
らない。『昭和十三年度業務報告』12)では、繭毛や藁綿等
を混紡したホームスパンが製織され、実用性能の強度試
験や光による褪色試験が行われていた。日本が大戦へと
向かった時代において羊毛は軍需品であり、純正のホー
ムスパンを製出できない状況にあった。県は、入手可能
な異素材の混紡ホームスパンを試験し、その成果を業界
に指導したことが認められる。しかし、昭和 14 年 4 月、
商工省が国産羊毛の購買制限令を公布したことにより、
県はホームスパンの支援事業を中止するに至った。 
3.2  1948 年（昭和 23）～1975 年（昭和 50） 
昭和 23～27 年度の報告書は、見あたらない。しかしな
がら、1953 年（昭和 28）当時、繊維工業部の技師であっ
た堀が、後に、1948 年（昭和 23）頃のホームスパン業界
と工業指導所について、資料 2 のように説明している。13)
ホームスパンに用いる羊毛が入手可能となり、繊維部門
の復活に弾みがついた状況が認められる。業界は、岩手
県ホームスパン協同組合を設立し、再興の一歩を踏み出
したようである。また、下線部分の仕上げ加工機械の要
望に関し、堀は、「聞いたところによると」とした上で、
資料 3 に示すように述べている。ホームスパン産業の振
興にあたり、下線部分のように仕上げ加工が大きい問題
であったことが理解できる。1951 年（昭和 26）1 月の地
方紙には次のような記事がみられた。 
「岩手ホームスパンは原料羊毛を吟味して質がよいの
で売り出しては来たものの仕上げをしていないため声価
（ママ）を高めるまでに至つていなかつたので県工業指
導所では昨秋来三百六十万円を投じて毛織物仕上げ設備
を新設、一月末から運転することになつた。（中略） 
 今までの県産ホームスパンは服にするとヒザがぬけた
り、ぬれると縮んだりして不評だつたがこの仕上機にか
けるとその欠点がのぞかれ外見、質ともに優良ホームス
パンとなるので業界では工業指導所にホームスパン仕上
げを一手に依託しことしこそは県産ホームスパンの声価
（ママ）を高められると希望がもたれている」14) 
ホームスパン仕上げ加工機械 15)の構成を表 3 に示す。
付加価値の高いホームスパンを生産するため、各機能が
不可欠であったことが理解できる。 
また、同年 3 月の同地方紙には、次のような所長談が掲
載された。 
一
九
四
八
年
（
昭
和
二
三
）
あ
た
り
か
ら
統
制
物
資
で
は
あ
っ
た
が
、
羊
毛
の
割
当
入
手
が
な
ん
と
か
可
能
な
時
代
に
な
っ
て
き
た
。
ま
た
県
内
農
家
で
も
緬
羊
飼
養
が
盛
ん
に
行
な
わ
れ
、
五
万
頭
以
上
の
全
国
屈
指
の
飼
育
状
況
で
あ
っ
た
。
こ
の
一
部
が
ホ
ー
ム
ス
パ
ン
に
も
用
い
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
き
た
。

岩
手
県
工
業
指
導
所
に
お
い
て
も
一
九
四
八
年
（
昭
和
二
三
）、
繊
維
部
再
設
を
目
指
し
、
安
部
信
雄
繊
維
工
業
部
長
が
そ
の
業
務
に
当
た
っ
た
。
一
方
、
業
界
の
方
で
も
ホ
ー
ム
ス
パ
ン
再
興
を
目
指
し
て
活
動
が
は
じ
ま
り
、
盛
岡
市
鈴
木
富
雄
・
今
井
省
三
郎
・
中
村
行
雄
の
各
氏
が
発
起
人
に
な
り
、
岩
手
県
ホ
ー
ム
ス
パ
ン
協
同
組
合
の
設
立
を
は
か
っ
た
。（
中
略
）

最
初
の
事
業
と
し
て
は
輸
入
羊
毛
の
割
当
を
獲
得
す
る
こ
と
と
、
ホ
ー
ム
ス
パ
ン
仕
上
げ
設
備
を
県
工
業
指
導
所
に
設
置
を
要
望
す
る
こ
と
で
、
そ
の
い
ず
れ
も
が
実
現
を
み
る
こ
と
が
で
き
た
。
資料㻞㻌 㻌 「染めと織り」より抜粋①㻌

当
時
、
県
内
に
あ
る
機
械
設
備
は
織
機
（
手
機
と
動
力
機
）
と
カ
ー
ド
（
毛
を
同
じ
方
向
に
櫛
け
ず
る
道
具
）
多
少
位
な
も
の
で
、
全
加
工
を
県
内
で
す
る
こ
と
は
到
底
不
可
能
だ
っ
た
。
糸
作
り
は
県
外
会
社
に
委
託
し
、
で
き
上
が
っ
た
糸
で
組
合
員
が
織
り
上
げ
る
こ
と
で
あ
っ
た
。
こ
こ
で
ネ
ッ
ク
に
な
っ
た
の
は
仕
上
げ
が
で
き
な
い
こ
と
で
、
小
規
模
で
一
反
、
二
反
の
場
合
は
手
仕
上
げ
で
も
何
と
か
な
る
が
、
長
尺
物
で
量
が
多
く
な
る
と
お
手
上
げ
だ
っ
た
。
一
九
四
九
年
（
昭
和
二
四
）、
当
時
の
国
分
謙
吉
知
事
が
少
な
い
県
財
政
か
ら
ホ
ー
ム
ス
パ
ン
仕
上
げ
機
械
一
式
七
台
、
三
〇
〇
万
円
の
購
入
設
置
費
が
予
算
化
さ
れ
、
一
九
五
〇
年
（
昭
和
二
五
）
一
二
月
か
ら
設
置
が
は
じ
ま
り
、
翌
一
九
五
一
年
（
昭
和
二
六
）
二
月
か
ら
仕
上
げ
加
工
が
開
始
さ
れ
た
。
資料㻟㻌 㻌 「染めと織り」より抜粋②㻌
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「岩手県工業試験場」に改称されて新庁舎へ移転し、施
設が拡充された。「繊維工業部」は、新庁舎においても
繊維業界の専門部門として存続し、再建以来 28 年にわた
って支援事業を継続した。 
しかし、1976 年（昭和 51）、「繊維工業部」と「産業
意匠部」が統合され「特産工業部」になり、繊維部門が
事実上縮小された。1994 年（平成 6）に「岩手県工業技
術センター」として新庁舎に移転したときは、「特産工
業部」と「木材工業部」が統合され、「木工特産部」と
なった。この統合は、繊維部門の業務縮小が更に進んだ
ことを示している。 
2001 年（平成 13）に繊維の専門研究員が不在となり、
試験研究が終了した。このことは、産業振興を目的とす
る支援事業の対象から繊維業界がほぼ除外されたことを
意味する。これ以降、工業技術センターは、既存設備の
ホームスパン仕上げ加工機械の貸付業務のみとなった。
しかし、2014 年（平成 24）、ホームスパン仕上げ加工機
械が故障し使用不可になると繊維に係る既存設備の貸付
業務も終了した。 
 以上より、公設試験研究機関の繊維部門は、表 2 に示
す①～④の時代の区切りで、大きな変革を迎えたことが
認められる。ホームスパン産業は、繊維部門と関わるた
め、表 2 に示す時代区分でホームスパンの支援事業を考
証する。 
 
3．ホームスパンの支援事業 
3.1  1876 年（明治 9）～1941 年（昭和 16） 
 公設試験研究機関が発行した現存する報告書を遡ると、
県がホームスパンに取り組んだ記録は、岩手県商工館の
『昭和三年度事業報告』8)が最初であった。シロプシャー
種とメリノ種を用いた洋服地が試験的に製織され、その
一部が陸軍特別大演習のときに献上されていた。この試
験的な取り組みが、県のホームスパン産業への関わりの
始まりと考えられる。 
翌年の『昭和四年度事業報告』9)では、資料 1 に示すよ
うに、県内の緬羊が増加していることに鑑み、農村の副
業として有望視されるホームスパンを指導、奨励する方
針が明記されていた。多量に出る屑毛を利用し、かつ商
品になり得るホームスパンを指導、奨励するための製織
が行なわれ、設計（原料、番手、密度、整経長、組織、
用途等々）が報告されていた。ホームスパンの品質や風
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資料㻝㻌 㻌 『昭和四年度事業報告』より抜粋㻌
表㻝㻌 公設試験研究機関の繊維部門の変遷㻌
年 変遷
 「岩手県勧業試験所」を創立
 勧業試験所を「勧業場」に改称
勧業場に「機業所」を設置
 機業所を「岩手県染織講習所」に改称
 染織講習所を「岩手県染織試験場」に改称
 染織試験場を「岩手県工業試験場」に改称
染織部を含めた総合的な試験場になる
 工業試験場を「岩手県商工館」に組織改変
 商工館を「岩手県工業試験場」に組織改変
 「染織部」を廃止
 工業試験場を「岩手県工業指導所」に改称
 「繊維工業部（旧染織部）」を復活
 工業指導所を「岩手県工業試験場」に改称
 繊維工業部と産業意匠部を統合し「特産工業
部」に組織改変
 工業試験場、醸造食品試験場を統合し、「岩
手県工業技術センター」を開所
特産工業部と木材工業部を統合し「木工特産
部」に組織改変
 木工特産部を「特産開発デザイン部」に改称
繊維関係の専門研究員不在
繊維に係る既存設備は特産開発デザイン部が
管理
 「特産開発デザイン部」を廃止
繊維に係る既存設備は環境技術部が管理
 繊維に係る既存設備は企画支援部が管理
繊維に係る既存設備の貸付業務終了
平成
明治
大正
昭和
表㻞㻌 繊維部門の変革㻌
① 1876（明治9）～1941（昭和16）年の66年間
　「機業所」設置にはじまり繊維業界が隆盛を極めた時代で
戦争の影響により「染織部」廃止に至るまでの時代
② 1948（昭和23）～1975（昭和50）年の28年間
　繊維業界の復興を目指し「繊維工業部」が再建され、支援
事業が盛んに行なわれた時代
③ 1976（昭和51）～2000（平成12）年の25年間
　全国的に繊維業界が不況に陥り、「繊維工業部」が他部門
と統合、縮小された時代
④ 2001（平成13）～2012（平成24）年の12年間
　繊維の専門研究員不在となり、既存設備のホームスパン仕
上げ機械の貸付業務のみとなった時代
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「この機械は現在八百万円以上に高騰しておりとても
中小企業や農村工場では購入ができないので、これを工
業指導所で購入して県内および近県業者の便をはかるこ
とになつた。」16) 
これら2つの新聞記事と資料3に示す下線部分の費用の
変動をみると、1949 年（昭和 24）の予算 300 万円から、
360 万円、800 万円以上と短期間で急騰した様子が窺える。
岩手県工業技術センターの備品台帳では、購入金額
11,417,000 円と記録され、当初予算を大幅に上回っていた。
ホームスパン業界の要望に応え、県が高額な費用を投じ
たことは、ホームスパンの産業振興にかける県の強い意
気込みの表れといえる。 
公設試験研究機関が行なう支援事業は、試験研究、技術
指導、講習会、依頼試験等々あるが、試験研究は業界の
技術指導に役立てる目的で行なわれ、業界ニーズを反映
したテーマが優先される。表 4 は、仕上げ加工機械設置
以降のホームスパンに関わる試験研究の題名（昭和 42 年
度は欠如）を示し、題名や報告内容によく現れる用語を
キーワードとして太字で示した。試験研究のキーワード
について出現傾向に着目すると、テーマは網掛で示す 3
つの年代に大別されると考えられる。 
(1) 1953 年（昭和 28）～1959 年（昭和 34）の試験研究 
1959 年（昭和 34）頃まで“県産”が頻出し、県産ホー
ムスパンの技術的な課題を解決しようとしていた状況が
窺える。県産が模範とするものは英国産であり、昭和 32
年の「英国ホームスパンの科学的分析」17)は、英国ホーム
スパン 120 種程について、原料の羊種、糸番手、撚数、
織り組織を分析していた。1959 年（昭和 34）の「ホーム
装置 機能
洗絨機
織り上げた毛織物の汚れや油脂を洗剤を使っ
て除去する
縮絨機
毛織物を石けん液などで湿らせた状態のもの
を揉んで織組織を密にする。縮絨により柔ら
かさが増し、繊維が絡み合って毛羽が表面を
覆い、ふんわりした外観が得られる
煮絨機
湯の中でローラーに巻いた毛織物を、上側の
ローラーで押し付けてから急冷し、後でシワ
がつかないようにセットする。光沢をつける
幅出乾燥機 所定の布幅に整え、熱風で乾燥する
剪毛機
毛織物の表面に出ている毛羽を、カッター
（円筒形のローラーの表面にらせん状に取り
付けられた刃）とナイフ（平板型の刃）の間
で刈り揃える
刷毛機 毛屑などを除き、毛羽を同一方向に伏せる
蒸絨機
毛織物を厚手綿布と一緒に蒸気噴出孔のある
ローラーに巻き込み、蒸気で毛織物をセット
する。蒸気アイロンの役割をする
表㻟㻌 ホームスパン仕上げ加工機械㻌
表㻠㻌 試験研究㻌
1953(昭和28) ネップヤーンの製造研究
1955(昭和30) 県産紡毛糸の製織試験
1956(昭和31) 県産紡毛糸の製織試験
県産ホームスパン及び紡毛糸の製織試験
英国ホームスパンの科学的分析
羊毛の塩素化処理について
ホームスパン糸の甘撚に関する研究
ホームスパン枡見本の製織
県産ホームスパン及び紡毛糸の製織試験
ホームスパン製造法の試験研究
ホームスパン製造技術の試験
錯塩染料による羊毛染色助剤の試験
羊毛精錬剤の適正試験
ホームスパン製造法の試験研究
ホームスパン流行色の試染
軽洗絨機によるホームスパン仕上げ風合に関する試験
流行色の染色試験
枡見本の製織試験
風合仕上の試験
浮織による製織試験
ホームスパン服地の製織試験
流行色の染色試験
枡見本の製織試験
羊毛の選定試験
ホームスパン服地の製織試験
羊毛吸湿性に及ぼす薬品処理試験
ネップ入りホームスパンの試験研究
流行色の染色試験
ホームスパン製織試験
変り染によるホームスパンの試験研究
流行色の染織試験
意匠改善のための枡見本の試織
ホームスパン服地の製織試験
ホームスパンのもじり織試験など
羊毛染色におけるK&U2の使用量と発色との関係
及びその耐光堅牢度について
ホームスパン糸の変り染に関する試験研究
流行色染色試験
染色堅牢度試験
ホームスパン枡見本および原反製織試験
1968(昭和43) 薄地ホームスパンの風合改善に関する研究
1969(昭和44) 機械紡糸によるホームスパンの風合改善に関する研究
ホームスパンの品質改善に関する研究
ホームスパン糸の糸染に関する研究
ホームスパンの特性に関する研究
ホームスパン服地の滑脱抵抗に関する研究
毛の多色染めに関する研究
植物染料、化学染料の色相に関する研究
手紡法に関する試験
紡毛紡績機による素材加工の研究
ホームスパン等の試作
ホームスパン素材の加工工程合理化に関する研究
糸染加工による加工工程合理化に関する研究
毛糸室温染色の研究
ホームスパン服地の試作
ホームスパン製造工程の合理化に関する試験
機械紡績糸、糸染糸によるホームスパンの試作
色糊による毛糸の室温染色に関する試験
ホームスパン服地の試作
機械紡績糸ホームスパンの商品化試験
反応性染料による羊毛の低温染色試験
染色堅ろう度増進剤の適性試験
1974(昭和49)
1957(昭和32)
1958(昭和33)
1972(昭和47)
1975(昭和50)
1961(昭和36)
1960(昭和35)
1959(昭和34)
1962(昭和37)
1963(昭和38)
1964(昭和39)
1966(昭和41)
1971(昭和46)
1965(昭和40)
1970(昭和45)
1973(昭和48)
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スパン製造法の試験研究」18)は、その継続研究にあたり、
次のような結果が報告されていた。 
「摩擦係数は英国のものが若干大きいが、繊度及び仕上
げ方法で増減は可能である。（中略）英国のものと比較
検討される場合には、撚りを増すことによって伸度を少
なくし摩擦係数を増すことが必要である」 
手本となる英国産を科学的に分析し、県産ホームスパン
の技術改善に役立てていたことが認められる。 
(2) 1960 年（昭和 35）～1966 年（昭和 41）の試験研究 
この時代は、“流行色”や“枡見本” の試験研究が多
くみられ、報告内容に次のような記述がみられた。 
「中央の商社、デパートから提示された春、秋冬物の流
行色を指導するため染料の選定、調合、色合せの試験を
行い…」19） 
「県産ホームスパンは現在各デパート、商社の発注に応
じて生産を続けているが、その柄合、色相は常に斬新な
ものが要求され…」20) 
ホームスパン業者の取引先からの要望に対応した試験
研究で、消費者ニーズを反映したテーマであったことが
認められる。この頃の日本は、高度経済成長期のまった
だ中にあった。物質的な面が豊かになるにつれ、ホーム
スパンの感性的な面に対する要求も増していったと考え
られる。 
また、1962 年（昭和 37）の「羊毛の選定試験」21)は、
その頃の羊毛の輸入自由化により可能となった試験研究
であり、次のように報告されていた。 
「英国産ホームスパンの風合に追従するには今後英国
産羊毛の使用も必要となってきている。今年度の試作品
においても殆んどが外国羊毛を混用しているが、来年度
は英国産羊毛の混用による試作を行い、英国製品に匹敵
するよう本県ホームスパンの技術向上を図り度い（ママ）
ものである。」 
ホームスパンに要求される品質の水準が高くなり、県産
羊毛のみでは要求に応えることができない状況であった
と推察される。羊毛の輸入自由化以降、岩手県のホーム
スパンは、輸入羊毛を用いるようになる。このことは、
緬羊が生息する土地で伝統的につくられてきた地域特有
の英国ホームスパンと大きく異なる点である。 
ところで、1965 年（昭和 40）の「ホームスパン製造技
術指導」には、「現在では英国・フランス・イタリー製
品との競合の状況にあるので…」22) というやや緊張した
表現がみられた。これまでの報告では、大都市からの受
注量が増え、ホームスパン業界は活況を呈しているとい
うものであったが、1965 年（昭和 40）は、外国製品との
競合という厳しさに直面したことが認められる。県は、
一層の高級化を目指し、原料の選定から仕上げまでの技
術指導を徹底したようである。 
(3) 1968 年（昭和 43）～1975 年（昭和 50）の試験研究 
この時代に多く出現した用語は、“風合改善”や“品質
改善”、“機械紡績糸”や“合理化”であった。 
染色に関する試験研究が毎年のように行なわれ、1973
年（昭和 48）頃からテーマに挙げられた低温（室温）染
色は、風合い改善に役立てるために実施された。一般に
羊毛は、煮沸染色されるが、低温染色は、煮沸染色で発
生しやすい繊維損傷やフェルティングを抑制することが
できる。毛質を悪化させない染色方法は、ホームスパン
の風合い、品質の向上に有効であったと考えられる。 
高級化に向けて、風合いや品質のレベルアップを図る一
方、コスト低減を目的とする機械紡績糸のホームスパン
が研究されていた。ホームスパンは、文字通り手紡ぎを
語義とするが、最も時間と人手を要する工程が、手紡ぎ
である。県は、この工程を機械化し生産合理化を図った。
1974 年（昭和 49）の「ホームスパン製造工程の合理化に
関する試験」23）では、手紡ぎ糸と近似した形態、性能を
有する機械紡績糸の製作方法が詳細に検討されていた。 
3.3  1976 年（昭和 51）～2000 年（平成 12） 
1976 年（昭和 51）、1977 年（昭和 52）は、生産合理化
を目的とし、機械紡績糸のホームスパンを商品化する試
験が行なわれた。企業との共同試作が進められ、機械紡
績糸で手紡ぎの風合いと外見を付与した能率的なホーム
スパンが出現した。 
しかし、1976 年（昭和 51）以降の「ホームスパン加工
技術指導」の内容には、前向きな説明のみではなく、次
のような懸念も示されていた。 
「業界としては生産体制を整えるとともに将来の振興
計画を立てて取り組む必要があると思われる。」24） 
「繊維業界全般の不況の波と円高による海外製品の輸
入等による影響がみられ、ホームスパンの主流を占める
服地において前年比 15%の減少を余儀なくされた。」25） 
「ホームスパンの主力である服地については生産量が
横ばい傾向にあるが、マフラー、ネクタイ等の小物類の
生産は伸びている。（中略）消費者ニーズの多様化、フ
ァッション化に対応するために新製品の開発が重要であ
り各企業の新製品開発力の強化が急務であり、業界発展
の鍵をにぎっているといえる。」26） 
業界が将来の振興計画に取り組む必要があること、主力
製品であった服地の需要が減退あるいは伸び悩んでいる
こと、マフラー等の小物類の需要が伸び製品種類が多様
化していること、新製品開発が急務であること等、1975
年（昭和 50）以前の品質改善や流行色等とは異なる次元
の様々な課題に向き合ったことが認められる。 
新製品の開発については、1983 年（昭和 58）から 1989
年（平成 1）にかけて、主に次の研究が精力的に行われた。 
・ホームスパン用特殊糸の開発 27) 
・特殊糸を用いたホームスパン新製品の開発 28),29) 
・伸縮特性を有する特殊ホームスパン糸の開発 30),31) 
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「この機械は現在八百万円以上に高騰しておりとても
中小企業や農村工場では購入ができないので、これを工
業指導所で購入して県内および近県業者の便をはかるこ
とになつた。」16) 
これら2つの新聞記事と資料3に示す下線部分の費用の
変動をみると、1949 年（昭和 24）の予算 300 万円から、
360 万円、800 万円以上と短期間で急騰した様子が窺える。
岩手県工業技術センターの備品台帳では、購入金額
11,417,000 円と記録され、当初予算を大幅に上回っていた。
ホームスパン業界の要望に応え、県が高額な費用を投じ
たことは、ホームスパンの産業振興にかける県の強い意
気込みの表れといえる。 
公設試験研究機関が行なう支援事業は、試験研究、技術
指導、講習会、依頼試験等々あるが、試験研究は業界の
技術指導に役立てる目的で行なわれ、業界ニーズを反映
したテーマが優先される。表 4 は、仕上げ加工機械設置
以降のホームスパンに関わる試験研究の題名（昭和 42 年
度は欠如）を示し、題名や報告内容によく現れる用語を
キーワードとして太字で示した。試験研究のキーワード
について出現傾向に着目すると、テーマは網掛で示す 3
つの年代に大別されると考えられる。 
(1) 1953 年（昭和 28）～1959 年（昭和 34）の試験研究 
1959 年（昭和 34）頃まで“県産”が頻出し、県産ホー
ムスパンの技術的な課題を解決しようとしていた状況が
窺える。県産が模範とするものは英国産であり、昭和 32
年の「英国ホームスパンの科学的分析」17)は、英国ホーム
スパン 120 種程について、原料の羊種、糸番手、撚数、
織り組織を分析していた。1959 年（昭和 34）の「ホーム
装置 機能
洗絨機
織り上げた毛織物の汚れや油脂を洗剤を使っ
て除去する
縮絨機
毛織物を石けん液などで湿らせた状態のもの
を揉んで織組織を密にする。縮絨により柔ら
かさが増し、繊維が絡み合って毛羽が表面を
覆い、ふんわりした外観が得られる
煮絨機
湯の中でローラーに巻いた毛織物を、上側の
ローラーで押し付けてから急冷し、後でシワ
がつかないようにセットする。光沢をつける
幅出乾燥機 所定の布幅に整え、熱風で乾燥する
剪毛機
毛織物の表面に出ている毛羽を、カッター
（円筒形のローラーの表面にらせん状に取り
付けられた刃）とナイフ（平板型の刃）の間
で刈り揃える
刷毛機 毛屑などを除き、毛羽を同一方向に伏せる
蒸絨機
毛織物を厚手綿布と一緒に蒸気噴出孔のある
ローラーに巻き込み、蒸気で毛織物をセット
する。蒸気アイロンの役割をする
表㻟㻌 ホームスパン仕上げ加工機械㻌
表㻠㻌 試験研究㻌
1953(昭和28) ネップヤーンの製造研究
1955(昭和30) 県産紡毛糸の製織試験
1956(昭和31) 県産紡毛糸の製織試験
県産ホームスパン及び紡毛糸の製織試験
英国ホームスパンの科学的分析
羊毛の塩素化処理について
ホームスパン糸の甘撚に関する研究
ホームスパン枡見本の製織
県産ホームスパン及び紡毛糸の製織試験
ホームスパン製造法の試験研究
ホームスパン製造技術の試験
錯塩染料による羊毛染色助剤の試験
羊毛精錬剤の適正試験
ホームスパン製造法の試験研究
ホームスパン流行色の試染
軽洗絨機によるホームスパン仕上げ風合に関する試験
流行色の染色試験
枡見本の製織試験
風合仕上の試験
浮織による製織試験
ホームスパン服地の製織試験
流行色の染色試験
枡見本の製織試験
羊毛の選定試験
ホームスパン服地の製織試験
羊毛吸湿性に及ぼす薬品処理試験
ネップ入りホームスパンの試験研究
流行色の染色試験
ホームスパン製織試験
変り染によるホームスパンの試験研究
流行色の染織試験
意匠改善のための枡見本の試織
ホームスパン服地の製織試験
ホームスパンのもじり織試験など
羊毛染色におけるK&U2の使用量と発色との関係
及びその耐光堅牢度について
ホームスパン糸の変り染に関する試験研究
流行色染色試験
染色堅牢度試験
ホームスパン枡見本および原反製織試験
1968(昭和43) 薄地ホームスパンの風合改善に関する研究
1969(昭和44) 機械紡糸によるホームスパンの風合改善に関する研究
ホームスパンの品質改善に関する研究
ホームスパン糸の糸染に関する研究
ホームスパンの特性に関する研究
ホームスパン服地の滑脱抵抗に関する研究
毛の多色染めに関する研究
植物染料、化学染料の色相に関する研究
手紡法に関する試験
紡毛紡績機による素材加工の研究
ホームスパン等の試作
ホームスパン素材の加工工程合理化に関する研究
糸染加工による加工工程合理化に関する研究
毛糸室温染色の研究
ホームスパン服地の試作
ホームスパン製造工程の合理化に関する試験
機械紡績糸、糸染糸によるホームスパンの試作
色糊による毛糸の室温染色に関する試験
ホームスパン服地の試作
機械紡績糸ホームスパンの商品化試験
反応性染料による羊毛の低温染色試験
染色堅ろう度増進剤の適性試験
1974(昭和49)
1957(昭和32)
1958(昭和33)
1972(昭和47)
1975(昭和50)
1961(昭和36)
1960(昭和35)
1959(昭和34)
1962(昭和37)
1963(昭和38)
1964(昭和39)
1966(昭和41)
1971(昭和46)
1965(昭和40)
1970(昭和45)
1973(昭和48)
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・伸縮性ホームスパンの開発 32),33) 
・伸縮性ホームスパンの商品化に関する研究 34) 
 一連の研究は、機械織りでは不可能で手織りでなけれ
ば製織できないものであること、毛質が劣るといわれる
国産羊毛でも十分な柔軟性や弾力性を付与できること等
を目標としていた。水溶性フィラメントを利用し無撚に
近い特殊糸をつくり、嵩高で柔らかい質感のホームスパ
ンを開発したり、ウーリー加工した水溶性ステープルを
混紡した特殊な強撚糸をつくり、縮絨、水溶性ステープ
ルの溶出の工程を経て伸縮性を付与したホームスパンを
開発したり、従来にない機能、趣向を有するホームスパ
ンの技術開発であった。 
 しかし、平成 6 年度の岩手県工業技術センター業務年
報では、「紡毛織物の復調から幾分受注を取り戻し始め
ているが、急激な変化は見られない。生産量も年々減少
傾向にあり…」35)、また、平成 8 年度の同年報では、「紡
毛織物は復調傾向にあるが、産地のホームスパン業界が
大きな受注を取り戻すまでには至っていない。」36)と説明
していた。ホームスパン業界が依然として低迷状態から
脱することができない厳しい状況であったことが認めら
れる。 
以上より、1976 年（昭和 51）以降の試験研究は、独創
的で革新的な技術開発であったが、業界の状況を好転さ
せるまでには至らなかったと推察される。服地を対象に
する試験研究は、ホームスパンならではの品質、価値を
高めるために実施されてきた。服地は、ジャケットやオ
ーバーコート等の重衣料用途である。重衣料が注文服か
ら既製服に移行した時代においては、服地に対する消費
者のダイレクトなニーズが激減した。ホームスパン業界
の低迷は、注文服から既製服に移行した時代の流れによ
るものであり、品質改善や技術改善の指導を以てしても
限界があったといえる。 
ホームスパン業界は、主力製品を服地からマフラー、シ
ョール、ネクタイ等の小物類に移し、服地の売り上げ減
少分を補填したようである。各企業、各工房が、生産の
主軸をどこにおくか、岐路に立った時代であったと考え
られる。 
3.4  2001 年（平成 13）～2012
年（平成 24） 
繊維の専門研究員が不在となり、
県の支援事業は、ホームスパン仕
上げ加工機械の貸付のみとなった。
しかし、その機械も 2012 年（平成
24）にボイラーが故障し使用不可
となった。およそ80年にわたり（戦
時下の中断はあったが）継続され
た県の支援事業は、機械の故障と
ともにすべて終了したといえる。  
ホームスパン業界は、県の技術的な支援から完全に離れ、
各企業、各工房が独自に培った経験と方針で生き抜く時
代を迎えた。 
 
4．ホームスパン生産量 
4.1㻌 戦前 
 ホームスパンは、昭和 5，6～10 年頃が全国的に盛んで
あった 37)といわれている。図 1 は、昭和 9 年の各地のホ
ームスパン生産額 38)を示している。参考までに緬羊頭数
（昭和 10 年）39)を図中に加えた。 
 北海道のホームスパン生産額は、緬羊頭数とともに、
国内最多である。戦前の北海道は、ホームスパンが相当
普及していたことが理解できる。北海道工業試験場の沿
革 40)をみると、繊維工業部が 1929 年（昭和 4）に設置さ
れ、1941 年（昭和 16）に廃止されていた。繊維工業部の
廃止は、戦争の影響によるもので岩手県と同様であるが、
敗戦後に復活しなかった点は、ホームスパン産業にとっ
て岩手県と異なる状況と考えられる。 
福島県のホームスパン生産額も、岩手県を越えている。
北海道に比肩するほどの緬羊頭数を示し、戦前における
ホームスパン産業が盛況であった様子が窺える。その一
方で福島県は、群馬県や長野県と同様に養蚕が盛んな地
方で、絹織物産地としても長い歴史を誇る地方である。
福島県のホームスパンは、農村の副業として発展したが、
伝統ある養蚕業や絹織物業ほどは、県による支援事業を
受けられなかったのではないかと考えられる。 
岩手県の生産額は、国内 3 位である。岩手県に継承され
るホームスパン産業は、戦前において既に基盤づくりさ
れていたことが確認できる。 
4.2㻌 戦後 
 図 2 は、ホームスパン仕上げ加工機械の「ホームスパ
ン受入・仕上数量書綴」（岩手県工業技術センター所有）
より作成した生産量の推移を示している。これによりホ
ームスパン服地を中心とする産業の盛衰をみることがで
きる。 
 1966 年（昭和 41）まで生産量が飛躍的に伸び、昭和 51
（1976）度のピーク時は、34,000m を超えた。高度経済成
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長期に入り、人々の生活が豊か
になるにつれて、ホームスパン
の需要も高まったと考えられる。
大量のホースパンを生産するに
あたり、公設試験研究機関に設
置された仕上げ加工機械が、産
業振興に大いに貢献したことは
明らかである。しかし、生産量
の上昇傾向は、1966 年（昭和 41）
以前と以後で、全く異なる様相
を呈している。1966 年（昭和 41）
以前は、飛躍的発展であったが、
以後は上下変動しながらの微増にとどまっている。 
 1976 年（昭和 51）以降、生産量は、わずかな上下変動
を繰り返しながら全体的に減少の一途を辿った。 
 2000 年（平成 12）以降は、微細な上下変動もなく、一
挙に下降した。これは、業界が、主要な生産品目をホー
ムスパン服地から他品目に移行したためと考えられる。
生産体制が変わり、ホームスパン仕上げ加工機械をあま
り使用しない状況になったと考えられる。 
 以上より、ホームスパン産業の推移を概ね次のように
区分することができる。 
・ 1948 年（昭和 23）～1966 年（昭和 41） 
ホームスパン産業の隆盛期 
・ 1967 年（昭和 42）～1975 年（昭和 50） 
  ホームスパン産業の停滞期 
・ 1976 年（昭和 51）～2000 年（平成 12） 
  ホームスパン産業の衰勢期 
・ 2001 年（平成 13）～2012 年（平成 24） 
  ホームスパン産業の転換期 
 この区分は、表 2 に示した公設試験研究機関の繊維部
門の変革とほぼ重なることが認められる。すなわち、県
の繊維部門は、数ある繊維関連産業の中でもホームスパ
ン産業とともに存在したことが明らかである。 
 
5．結語 
ホームスパン産業は、戦前まで全国各地に存在したが、
敗戦後は、岩手県が唯一の産地を形成した。本稿では、
その事由の一つが、県による継続的な支援であると考え、
公設試験研究機関の支援事業の歴史を考証した。その結
果、次のことが明らかになった。 
1）1928 年（昭和 3）～1940 年（昭和 15）は、農村に緬
羊飼養とホームスパンが普及した時代であった。 
県がホームスパンに関わった最初の記録は、昭和 3 年、
試織した洋服地を陸軍特別大演習のときに献上したとい
うものであった。翌年以降、県内の雑種羊毛を利用する
試験や、農村におけるホームスパンのさらなる推進を目
的とする指導が行われた。また、製品の規格統制、産業
組合の組織等、事業が円滑に発達するための取り組みが
提案された。しかし、戦時下において羊毛が軍需品にな
ると、純正のホームスパンを製織できない状況となった。
昭和 13 年は、繭や藁綿等を混紡したホームスパンの実用
性能を試験し、業界に技術指導した。 
2）1948 年（昭和 23）～1966 年（昭和 41）は、公設試験
研究機関に繊維工業部が再建（昭和 23）され、ホームス
パン産業が隆盛した時代であった。 
 ホームスパン業界は組合を設立し、県は高額の費用を
投じてホームスパン仕上げ加工機械を設置し、官民とも
にホームスパン産業の振興を目指した。 
ホームスパン服地の生産量は、1966 年（昭和 41）まで
飛躍的に伸びたが、これは、高度経済成長期に入り、生
活が豊かになるにつれて、ホームスパンの需要が高まっ
たことが背景にあると考えられた。大量のホームスパン
を生産するにあたり、仕上げ加工機械が産業振興に大い
に貢献したことは明らかであった。県は、英国産ホーム
スパンを目標にかかげ、技術上の問題を解決するための
試験研究や流行色に関する試験研究等を行い、高品質で
おしゃれなホームスパンを業界に技術指導した。 
3）1967 年（昭和 42）～1975 年（昭和 50）は、ホームス
パン産業が停滞した時代であった。 
県は、ホームスパン服地の生産量の伸び悩みの打開策と
して、高級化に向けて風合いや品質を改善し、ホームス
パンのレベルアップを図る一方、コスト低減を目的とす
る機械紡績糸のホームスパンを試験研究した。 
4）1976 年（昭和 51）～2000 年（平成 12）は、服地の減
産が続き、ホームスパン産業が衰勢した時代であった。 
県は、無撚に近い特殊ホームスパンや伸縮性ホームスパ
ンという独創的で革新的な風合いと機能を有するホーム
スパンを開発したが、生産量の減少に歯止めをかけるま
でに至らなかった。服地の需要の減少は、注文服から既
製服に移行した時代の流れによるものであり、品質改善
や技術改善の指導を以てしても業界の状況を好転させる
には限界があったといえる。 
5）2001 年（平成 13）～2012 年（平成 24）は、ホームス
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・伸縮性ホームスパンの開発 32),33) 
・伸縮性ホームスパンの商品化に関する研究 34) 
 一連の研究は、機械織りでは不可能で手織りでなけれ
ば製織できないものであること、毛質が劣るといわれる
国産羊毛でも十分な柔軟性や弾力性を付与できること等
を目標としていた。水溶性フィラメントを利用し無撚に
近い特殊糸をつくり、嵩高で柔らかい質感のホームスパ
ンを開発したり、ウーリー加工した水溶性ステープルを
混紡した特殊な強撚糸をつくり、縮絨、水溶性ステープ
ルの溶出の工程を経て伸縮性を付与したホームスパンを
開発したり、従来にない機能、趣向を有するホームスパ
ンの技術開発であった。 
 しかし、平成 6 年度の岩手県工業技術センター業務年
報では、「紡毛織物の復調から幾分受注を取り戻し始め
ているが、急激な変化は見られない。生産量も年々減少
傾向にあり…」35)、また、平成 8 年度の同年報では、「紡
毛織物は復調傾向にあるが、産地のホームスパン業界が
大きな受注を取り戻すまでには至っていない。」36)と説明
していた。ホームスパン業界が依然として低迷状態から
脱することができない厳しい状況であったことが認めら
れる。 
以上より、1976 年（昭和 51）以降の試験研究は、独創
的で革新的な技術開発であったが、業界の状況を好転さ
せるまでには至らなかったと推察される。服地を対象に
する試験研究は、ホームスパンならではの品質、価値を
高めるために実施されてきた。服地は、ジャケットやオ
ーバーコート等の重衣料用途である。重衣料が注文服か
ら既製服に移行した時代においては、服地に対する消費
者のダイレクトなニーズが激減した。ホームスパン業界
の低迷は、注文服から既製服に移行した時代の流れによ
るものであり、品質改善や技術改善の指導を以てしても
限界があったといえる。 
ホームスパン業界は、主力製品を服地からマフラー、シ
ョール、ネクタイ等の小物類に移し、服地の売り上げ減
少分を補填したようである。各企業、各工房が、生産の
主軸をどこにおくか、岐路に立った時代であったと考え
られる。 
3.4  2001 年（平成 13）～2012
年（平成 24） 
繊維の専門研究員が不在となり、
県の支援事業は、ホームスパン仕
上げ加工機械の貸付のみとなった。
しかし、その機械も 2012 年（平成
24）にボイラーが故障し使用不可
となった。およそ80年にわたり（戦
時下の中断はあったが）継続され
た県の支援事業は、機械の故障と
ともにすべて終了したといえる。  
ホームスパン業界は、県の技術的な支援から完全に離れ、
各企業、各工房が独自に培った経験と方針で生き抜く時
代を迎えた。 
 
4．ホームスパン生産量 
4.1㻌 戦前 
 ホームスパンは、昭和 5，6～10 年頃が全国的に盛んで
あった 37)といわれている。図 1 は、昭和 9 年の各地のホ
ームスパン生産額 38)を示している。参考までに緬羊頭数
（昭和 10 年）39)を図中に加えた。 
 北海道のホームスパン生産額は、緬羊頭数とともに、
国内最多である。戦前の北海道は、ホームスパンが相当
普及していたことが理解できる。北海道工業試験場の沿
革 40)をみると、繊維工業部が 1929 年（昭和 4）に設置さ
れ、1941 年（昭和 16）に廃止されていた。繊維工業部の
廃止は、戦争の影響によるもので岩手県と同様であるが、
敗戦後に復活しなかった点は、ホームスパン産業にとっ
て岩手県と異なる状況と考えられる。 
福島県のホームスパン生産額も、岩手県を越えている。
北海道に比肩するほどの緬羊頭数を示し、戦前における
ホームスパン産業が盛況であった様子が窺える。その一
方で福島県は、群馬県や長野県と同様に養蚕が盛んな地
方で、絹織物産地としても長い歴史を誇る地方である。
福島県のホームスパンは、農村の副業として発展したが、
伝統ある養蚕業や絹織物業ほどは、県による支援事業を
受けられなかったのではないかと考えられる。 
岩手県の生産額は、国内 3 位である。岩手県に継承され
るホームスパン産業は、戦前において既に基盤づくりさ
れていたことが確認できる。 
4.2㻌 戦後 
 図 2 は、ホームスパン仕上げ加工機械の「ホームスパ
ン受入・仕上数量書綴」（岩手県工業技術センター所有）
より作成した生産量の推移を示している。これによりホ
ームスパン服地を中心とする産業の盛衰をみることがで
きる。 
 1966 年（昭和 41）まで生産量が飛躍的に伸び、昭和 51
（1976）度のピーク時は、34,000m を超えた。高度経済成












北
海
道
福
島
岩
手
広
島
宮
城
山
形
香
川
群
馬
熊
本
栃
木
長
野
宮
崎
徳
島
青
森
鹿
児
島
緬
羊
飼
育
頭
数
ホ
ー
ム
ス
パ
ン
生
産
総
額
（
円
）
昭和年ホームスパン生産総額（円）
昭和年飼育頭数
図1㻌 1934年（昭和9）のホームスパン生産額㻌 （『理論實際 緬羊飼育精説』より作成） 
ー 76 ー
菊池直子，菊池愛理，山口千尋 
ホームスパン産業に関わる岩手県の支援事業の歴史 
- 8 - 
パン産業に関わる企業、工房が、主たる生産品目をホー
ムスパン服地から他品目へ転換させた時代であった。 
公設試験研究機関では、繊維の専門研究員が不在となり、
県の支援事業が、仕上げ加工機械の貸付のみとなった。
しかし、その機械も 2012 年（平成 24）にボイラーが故障
し使用不可となった。およそ 80 年にわたり（戦時下の中
断はあったが）継続された県の支援事業は、機械の故障
とともにすべて終了したといえる。 
6) ホームスパン仕上げ加工機械を使用した生産量でみる
産業の盛衰は、公設試験研究機関の繊維工業部の変革と
ほぼ一致することが認められた。繊維工業部は、数ある
繊維関連産業の中でもホームスパン産業とともに存在し
たことが明らかとなった。 
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